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【プレスリリース】 
＜報道関係者各位＞                                          2324 年 6 ⽉ 4 ⽇ 

Indeed Japan 株式会社 

Indeed、正社員を対象に「春闘や賃上げの動きによる意識‧⾏動調査」を実施 

!"!# 年春闘結果や賃上げの動きをきっかけに、 
7 割が⾃⾝のキャリアや賃⾦について再考し、G 割が⾏動を開始※ 

転職‧副業など社外に⽬を向けた⾏動を始める⼈も 7割超※ 

※いずれも、'(') 年春闘結果や賃上げの動きを認知している⼈を対象とした割合 

世界 No.I 求⼈サイト*"「Indeed （インディード）」の⽇本法⼈である Indeed Japan 株式会社（本社：東京都
港区、代表取締役：淺野 健、https://jp.indeed.com 以下 Indeed ）は、23 代〜43 代のフルタイム勤務の正社
員*#I,333 名を対象に、「春闘や賃上げの動きによる意識‧⾏動調査」を実施しました。 

2324 年の春闘では、平均賃上げ率が 4. 6％と過去  3 年以上で最⾼⽔準*$となり、⼤⼿企業を中⼼に初任給の
引き上げや⽉額賃⾦のベースアップなども相次ぎました。⼀⽅で、232Á 年の実質賃⾦は   年連続で前年を下
回り、2324 年も Á ⽉まで Á か⽉連続でマイナスとなるなど*%、物価の上昇に賃⾦の伸びが追いついていない現
状や、物価⾼そのものへの懸念も⾒られます。こうした社会的な動向がある中で、⽇本の労働市場に⼤きな影
響がある春闘の結果は、労働者が⾃⾝の待遇やキャリアを⾒直すきっかけともなり得ます。 

そこで Indeed では、全国の 23 歳〜4ö 歳の正社員を対象に、春闘の結果や賃上げの動きを受けて、⾃⾝のキ
ャリアにおける意識‧⾏動がどう変化したのかを調査するとともに、春闘の結果が内部労働市場‧外部労働市
場にどのような影響を与えうるかを調べました。 

 
■ 調査結果 主要ポイント 

l 正社員の 6".I%が 2324 年   ⽉〜4 ⽉にかけての賃上げの動きを認知し、Á .2%は 2324 年春闘結果ま
で認知 

＜賃上げの動きを認知している⼈*"（234 名）の意識‧⾏動変化＞ 
l 春闘の結果や賃上げの動きを認知している⼈のうち、6ö.'%がそれらの動きをきっかけに、⾃⾝の賃⾦

やキャリア‧働き⽅等について検討 
o 「勤め先における今後のキャリアパス（社内での昇進や昇格の道筋）」について考えた⼈は

4Á. %、「転職」について考えた⼈は Á6. %にのぼる。 
l 春闘の結果や賃上げの動きを受けて、Á3.Á%が賃⾦‧キャリア‧働き⽅に関して⾏動を起こす 

o 具体的に⾏動した内容は、⾃分の現在地の確認（給与明細、給与テーブル、⼈事制度の確
認）を⾏う⼈が多く、  ."％にのぼる。 

o ⼀⽅で、2Á. ％が「転職活動を始める」「副業を始める‧検討する」「世の中の給与⽔準を調
べる」など勤務先の外に⽬を向けた⾏動を開始している。 

＜>?>@ 年春闘結果を知った上での、世の中の賃⾦動向への意識＞ 
全体（I,333 名）に、2324 年   ⽉時点での主な⼤⼿企業の春闘回答結果を⽰した上で、今後の世の中の賃⾦動
向について聴取すると、 
l 2324 年春闘結果について、6 .4％が「もっと企業は賃⾦をあげるべきだ」、6 .I％が「インフレや物価

⾼に⽐べて⼗分ではない」 
l 春闘結果や賃上げの動きをふまえた今年の夏のボーナスへの期待は、「昨年よりも増えると思う」が

26.ö％と限定的。トランプ関税による夏のボーナスへの影響を懸念する⼈が多い（"I.Á%） 
 

https://jp.indeed.com/
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■ Indeed Hiring Lab エコノミスト ⻘⽊雄介 コメント 

「春闘の賃上げは⼀部の⼤企業にとどまり、企業のレピュテーションや広報的⽬的、
政治的配慮によって動いているため、市場代表性に乏しく、必ずしも実際の労働需給
を反映していないのではないか」という⾒⽅は少なくありません。確かにそうした側
⾯は否定できませんが、今回の調査は、そのような⾒⽅では捉えきれない賃上げの波
及効果の存在を明らかにしています。 

調査では、春闘の結果や賃上げの動きを認知していた⼈の約 Á 割が、勤務先の賃上げ
程度にかかわらず、⾃⾝の賃⾦‧キャリア‧働き⽅に関する⾏動を起こしていること
がわかりました。特に、現在の勤務先の外に⽬を向けた⾏動（転職活動、副業の検
討‧開始、他社の給与⽔準調査など）に動いた⼈の割合は無視できません。こうした動きは、労働者の期待形
成を通じて外部労働市場を活性化させ、企業に対する賃⾦上昇圧⼒として作⽤する可能性があります。 

実際、Indeed 上で観測される掲載求⼈賃⾦の上昇トレンドの⼀部は、春闘の賃上げ率に端を発する期待の⾼ま
りと、より⾼い賃⾦の検索、それに応じた求職者の⾏動変化（例：⾃発的離職率の上昇）に起因するものと考
えられます。 

似たような構造は、国際的な研究でも観察されています。たとえばUAW（全⽶⾃動⾞労組）による 232  年のス
トライキが引き起こした賃上げは、他の⾮組合⾃動⾞メーカーの賃上げに影響を与え、かつ⾃動⾞産業に⽐べ
ると軽微ではあるものの製造業全体における賃⾦交渉スタンスや賃上げ期待に影響を与えたと考えられていま
す。オーストラリアでは労組の存在が⾮組合企業に賃上げ圧⼒をもたらしています。 

加えて、春闘のような制度的‧象徴的な賃上げが、「参照点」として機能し、労働者の⾏動を促す点は、伝統的
なサーチ理論モデルとも整合的に⾒えます。 

このことは、今後春闘がなければ賃⾦が上がらないことを意味しているわけではありません。インフレや労働
市場の逼迫さに対応して、企業が柔軟に常に賃⾦を⾒直すことが市場の本来のメカニズムです。しかし、⻑ら
くデフレで、名⽬賃⾦の変化が限られてきた⽇本においては、少なくとも初期段階においては、春闘のような
制度的イベントが、企業‧労働者双⽅にとって「⾏動のきっかけ」や「期待形成の基準点」となった点で意義
があったと⾔えるでしょう。 
 
■ 調査結果詳細 

l 正社員の 23.4%が >?>@ 年 U ⽉〜@ ⽉にかけての賃上げの動きを認知し、[U.>%は >?>@ 年春闘結果
まで認知 

⽇本の労働市場や賃⾦に⼤きな影響を及ぼす春闘ですが、⽇本の労働者のうち、どれくらいの⼈がその結果に
着⽬しているのでしょうか。正社員 I,333 名を対象に、春闘の結果や、昨今の賃上げの動きについての認知度を
調査しました。 

その結果、「2324 年   ⽉〜4 ⽉にかけての春闘の結果も賃上げの動きも、ある程度知っている」⼈は Á .2%でし
た。また、「春闘の結果は知らないが、賃上げの動きはある程度知っている」⼈は  2.ö%でした。あわせて、
6".I%が、昨今の賃上げの動きを認知していることがわかりました。 

なお、本調査の対象者 I,333 名のうち、⾃社に労働組合があり 2324 年に春闘が⾏われた⼈は ÁI.Á%でした。 

 

 

 

 

 

 

https://www.hiringlab.org/jp/blog/2025/05/15/%e6%97%a5%e6%9c%ac%e3%81%ae%e6%b1%82%e4%ba%ba%e6%8e%b2%e8%bc%89%e8%b3%83%e9%87%91%e4%b8%8a%e6%98%87%e7%8e%87%e3%81%ae%e5%8b%95%e5%90%91%ef%bc%9a%e6%95%b0%e5%b9%b4%e3%81%ab%e3%82%8f%e3%81%9f%e3%82%8b/
https://www.hiringlab.org/jp/blog/2024/11/06/%e9%ab%98%e3%81%be%e3%82%8b%e8%b3%83%e9%87%91%e6%9c%9f%e5%be%85%ef%bc%9a%e3%82%a4%e3%83%b3%e3%83%95%e3%83%ac%e4%b8%8b%e3%81%a7%e6%b1%82%e8%81%b7%e8%80%85%e3%81%af%e6%9c%88%e7%b5%a635%e4%b8%87%e5%86%86/
https://www.hiringlab.org/jp/blog/2025/01/15/2025%e5%b9%b4%e6%97%a5%e6%9c%ac%e3%81%ae%e5%8a%b4%e5%83%8d%e5%b8%82%e5%a0%b4%e3%81%ae%e5%b1%95%e6%9c%9b%ef%bc%9a%e6%8c%81%e7%b6%9a%e7%9a%84%e3%81%ab%e8%b3%83%e9%87%91%e3%81%8c%e4%b8%8a%e6%98%87/
https://www.federalreserve.gov/econres/notes/feds-notes/tapping-the-brakes-the-effect-of-the-2023-united-auto-workers-strike-on-economic-activity-20240416.html
https://www.federalreserve.gov/econres/notes/feds-notes/tapping-the-brakes-the-effect-of-the-2023-united-auto-workers-strike-on-economic-activity-20240416.html
https://www.rba.gov.au/publications/rdp/2019/2019-02/are-there-spillover-effects-onto-wage-outcomes-in-other-enterprise-agreements.html
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l 春闘の結果や賃上げの動きを認知している⼈のうち、2a.b%がそれらの動きをきっかけに、⾃⾝の賃
⾦‧キャリア‧働き⽅等について検討 

2324 年春闘結果や賃上げの動きを認知している⼈（6"I 名）を対象に、これらの動きを受けて、賃⾦‧キ
ャリア‧働き⽅に関する意識‧⾏動に変化があったかを調査しました。 

最初に、2324 年春闘結果や賃上げの動きを受けて、⾃⾝の賃⾦‧キャリア‧働き⽅等について考えたこと
があるかどうかを尋ねました。その結果、何かしら考えたことがある⼈は 6ö.'%と約'割にのぼりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

考えた内容を⾒ていくと、最も多かったのは「⾃分の賃⾦」で"ö.3%でした。また、4Á. ％が「勤め先にお
ける今後のキャリアパス（社内での昇進や昇格の道筋）」について、Á6. %が「転職」について考えたと回
答し、あわせて " . %が⾃社内外を含め今後のキャリアパスをどうしていくかについて検討したことがわ
かりました。また、 '. %は「勤め先におけるキャリアパス」と「転職」の両⽅を考えたと回答しています。
「勤め先におけるキャリアパス」のみを考えた⼈は I".3%、「転職」のみを考えた⼈は ö.3%でした。今後
のキャリアの築き⽅について考えた⼈のうちの多くが、⾃社内外の両⽅を視野に⼊れて検討していること
がわかりました。 
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l 春闘の結果や賃上げの動きを受けて、[?.[%が賃⾦‧キャリア‧働き⽅に関して⾏動を起こす 

続いて、2324 年春闘結果や賃上げの動きを受けて、⾃⾝の賃⾦‧キャリア‧働き⽅について⾏動を起こし
たかどうかを尋ねました。その結果、Á3.Á%が何かしらの⾏動を起こしたことがわかりました。年代別に⾒
ると、年代が低いほど⾏動に移している割合が⾼く、23 代では 42.6%、 3 代は Á4."%、Á3 代は  '.I%、
43 代は  3.ö%でした。春闘の結果や賃上げの動きを受けて、実際に⾏動に移した割合は 23 代が最も多い
結果となりました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「春闘の結果‧賃上げの動きを受けて、何かしら⾏動した」は、賃⾦‧キャリア‧働き⽅に関する具体的な⾏動を IJ 項⽬提
⽰し、いずれかの項⽬で「春闘の結果や賃上げの動きを受けて⾏った」と回答した⼈を⽰す。「春闘の結果‧賃上げの動きを
受けては⾏動していない」は、賃⾦‧キャリア‧働き⽅に関する具体的な⾏動を IJ 項⽬提⽰し、いずれの項⽬でも「⾏った
が、春闘の結果や賃上げの動きを受けて⾏ったわけではない」または「⾏っていない」と回答した⼈を⽰す。 

 
 

具体的に起こした⾏動を⾒ていくと、「⾃⾝の給与明細（基本給‧⼿当など）を確認する」（2". ％）、「勤
め先の給与テーブル（賃⾦表）を調べる」（Iö.2%）、「⾃社の⼈事制度‧評価制度を確認する」（I6."%）な
どの⾏動をとる⼈が多い様⼦がわかりました。これらの⾏動いずれかを起こした⼈は   ."％となり、 割
の⼈はまず、改めて⾃分の置かれている現在地を確認したことがわかりました。 
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⼀⽅で、「世の中の給与⽔準を調べる（同業他社‧近いポジションの⼈の給与を調べるなど）」（I".2%）、
「副業‧兼業を検討する∕始める」（II."%）、「転職活動を始める‧進める（求⼈票を調べる、応募する、
選考を受けるなど）」（II.2%）といった⾏動のいずれかを起こした⼈は 2Á. ％となり、⾃社以外でのキャ
リア機会に向けて⾏動を始めた⼈は 2割程度いることがわかります。なお、このように⾃社以外のキャリ
ア機会に⽬を向ける割合は  3 代が最も多く、次いで 23 代に多い状況でした。 3 代では、2I.I%が世の中
の給与⽔準を調べ、IÁ.ö%が副業を検討し、IÁ.6%が転職活動を始めていました。 

また、割合は少ないながらも、⾃社内で賃⾦をあげるために会社や上司に宣⾔‧相談するなどの⾏動をと
った⼈も存在し、「上司に⾃⾝の給与について相談する」（I3.2%）、「昇進の希望を表明する」（'.ö%）、「異
動の希望を表明する」（6.I%）で、いずれかの⾏動を取った⼈は I".4%いることがわかりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜>?>@ 年春闘結果や賃上げの動きを受け、具体的に起こした⾏動内容＞ 

2324 年春闘結果や賃上げの動きを受け、⾃⾝の賃⾦やキャリア‧働き⽅に関して起こした⾏動内容を、⾃
由記述で回答してもらった結果、以下のような回答がありました。⼀部を抜粋してご紹介します。 

• 求⼈サイトで同じ職種‧経験年数の⼈の給与レンジを検索し、転職市場の⽔準を確認した。また、⾃⾝
の給与明細を⾒直し、固定給と⼿当の内訳を整理した。（23 代‧⼥性） 

• ベアを⾏っているような会社に転職すべく、その⼀歩として求⼈サイトに登録した。（ 3 代‧⼥性） 
• 転職をするべきかこのまま今の企業で勤めるべきか、家族と相談した。（23 代‧⼥性） 
• ダブルワーク可能なところの求⼈検索を⾏った。（ 3 代‧⼥性） 
• 管理職になるための研修に応募した。（ 3 代‧男性） 
• 上司に昇進試験を受けたいと進⾔した。それに伴う勉強を始めた。（ 3 代‧男性） 
• 会社で評価される資格の勉強を開始した。（23 代‧⼥性） 

 
l >?>@ 年春闘結果について、2U.@％が「もっと企業は賃⾦をあげるべきだ」、2U.4％が「インフレや物

価⾼に⽐べて⼗分ではない」と感じている 

最後に、2324 年春闘結果に対する、世の中の正社員全体の印象や、春闘の結果が与える影響について調査
を⾏いました。本調査の対象者全員（I,333 名）に、2324 年   ⽉時点での主な⼤⼿企業の春闘回答結果を
提⽰し、春闘の結果について把握してもらった上で、所感を尋ねました。 
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その結果、2324 年春闘の賃上げ率は不⼗分であると感じる⼈が⼤多数を占めることがわかりました。「（春
闘の結果∕⽔準よりも）もっと企業は賃⾦をあげるべきだ」と思う⼈は 6 .4%（「そう思う」（2'.2％）「ど
ちらかといえばそう思う」（Á4. ％）の合計）にのぼりました。また、「（春闘の結果は）インフレや物価⾼
に⽐べて⼗分ではない」と思う⼈は、6 .I%（「そう思う」（ Á.2％）、「どちらかといえばそう思う」
（ '.ö％）の合計）にのぼりました。 

⼀⽅で、「（春闘の結果は）⽇本社会にとって良い傾向だ」と思う⼈は "".3%（「そう思う」（I4.I％）「どち
らかといえばそう思う」（43.ö％）の合計）、「（春闘の結果は）妥当な結果だと思う」⼈は 44.2%（「そう思
う」（'.4％）「どちらかといえばそう思う」（Á".6％）の合計）と半数以上にのぼりました。 

2324 年の春闘では平均賃上げ率が過去最⾼⽔準となりましたが、賃上げの動き⾃体や賃上げ率の上昇傾向
は歓迎しつつも、まだ実際の⽣活と照らしてみて不⼗分であると感じている⼈が多い様⼦が伺えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
l 春闘の結果や賃上げの動きをふまえた今年の夏のボーナスへの期待は「昨年よりも増えると思う」

>2.a％と限定的。トランプ関税による夏のボーナスへの影響を懸念する⼈が多い（34.[%） 

調査対象者全体に、春闘の結果や賃上げの動きをふまえ、⾃分⾃⾝の今年の夏のボーナス（夏季賞与）が
昨年に⽐べてどのように変化すると思うかを尋ねました。その結果、「昨年よりも増えると思う」は 26.ö%
と  割弱にとどまり、過去最⾼⽔準となった 2324 年春闘結果を受けても、夏のボーナスへの期待は限定的
な結果となりました。 

また、2324 年 Á ⽉、⽶国が⼀部の輸⼊品に⾼い関税をかけると発表したこと（以下、トランプ関税）に関
し、夏のボーナスへの影響を懸念しているかどうかを尋ねました。本調査を実施した 4 ⽉時点では、トラン
プ関税による夏のボーナスへの影響を懸念している⼈は "I.Á%（「懸念している」（22.Á%）、「やや懸念して
いる」（ ö.3%）の合計）にのぼりました。 
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■「春闘や賃上げの動きによる意識‧⾏動調査」概要 

• 調査主体： Indeed  
• 調査対象：現在就業中の 23 歳〜4ö 歳の正社員男⼥ I,333 名（2324 年  、Á ⽉に勤め先で賃⾦の改定があ

り、かつ従業員規模が 2 名以上の企業に勤める正社員） 
• 割付⽅法：2324 年春闘結果と賃上げの動きについての認知度   区分（両⽅を認知‧賃上げの動きのみを認
知‧いずれも⾮認知）×年代（23 代‧ 3 代‧Á3 代‧43 代）Á 区分の計 I2セル 

• 補正：正社員の性年代⼈⼝構成⽐（I3 歳刻み）にあわせて事前調査サンプルを補正。その後、補正後の事
前調査サンプルにおける、本調査割り付けセルの構成⽐にあわせて、本調査サンプルの割り付けセル構成
⽐を補正 

• 調査⽅法：インターネット調査 
• 調査期間：2324 年 4 ⽉ I4 ⽇（⽊）〜2324 年 4 ⽉ Iö ⽇（⽉） 

※構成⽐（％）、差分（pt）は⼩数第 ' 位以下を四捨五⼊しているため、合計が \((％にならない場合や、少数第 \ 位までの計算
とは数値が異なる場合があります。 
 
 
*\：Comscore '('t 年 u ⽉総訪問数 
*'：'(') 年 u、t ⽉に勤め先で賃⾦の改定があり、かつ従業員規模が ' 名以上の企業に勤める正社員 
*u：「'(') 春季⽣活闘争 第 t 回回答集計結果」（'(') 年 t ⽉ \� ⽇ ⽇本労働組合総連合会 発表） 
*t：厚⽣労働省「毎⽉勤労統計調査」令和 � 年 t ⽉分結果速報 
*)：「'(') 年春闘結果、ならびに賃上げの動きもある程度知っている⼈」と「'(') 年春闘結果は知らないが、賃上げの動きはあ

る程度知っている⼈」を合計した総称 
 
 

Indeed （インディード）について 
Indeed は、最も多くの⼈が仕事を⾒つけている世界 No.I 求⼈サイト（Comscore 232Á 年   ⽉総訪問数）です。 
Indeed には、4億 ö,433万件の求職者プロフィールがあり、2' ⾔語で "3 か国以上の⼈々が Indeed で仕事を探
したり、履歴書を投稿したり、企業を調べたりしています。  43万以上の雇⽤主が Indeed を利⽤して新しい従
業員を⾒つけ、採⽤しています。詳細は https://jp.indeed.com をご覧ください。 
 

本件に関するお問い合わせ先 

Indeed Japan 株式会社 広報窓⼝  E-mail: jp-pr@indeed.com 

https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/shuntou/2025/yokyu_kaito/kaito/press_no4.pdf?33
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r07/2504p/2504p.html
https://jp.indeed.com/

